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2022年度調査計画について

本調査計画は、消費者保護ルール実施状況のモニタリングにおける調査等の方法の方針を示すため、監督基本方
針（※）に基づき、調査の全般的な観点、調査の手法及び対象となるサービス種類・電気通信事業者、並びに調査実
施概要等について定め、公表するものである。

※「電気通信事業の利用者保護規律に関する監督の基本方針」

消費者保護ルールの実施状況に関し、以下の点の検証に資するため、一定のサービス種類・電気通信事業者を
対象に、利用者への説明・応対の実施状況等について調査を行う。

① （2021年度消費者保護ルール実施状況のモニタリング評価・総括を踏まえた）事業者における法令の遵守状
況について

② 優良事例について
③ 事業者の運用方法における、改善されるべき点について
④ 制度面での見直されるべき点について 等

調査の全般的な観点

調査の手法

① 販売現場に対する実地調査
② 電気通信事業者、又は販売現場（代理店）等に対するヒアリング、関係資料等の確認（以下「ヒアリング等調

査」という）
③ 苦情等傾向分析 等

スケジュール

 本調査計画をパブリックコメントを経て策定、公表（９月中を目途）。
 策定後、速やかに調査に着手。
 来年１月～２月を目途に中間報告。
 中間報告後、さらに調査を実施し、結果をとりまとめ（来年夏頃）。
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調査実施概要（実地・ヒアリング等調査）

本年度の調査の対象となる電気通信サービスの種類は、説明義務、書面交付義務等の消費者保護ルールの対象とし

て指定されているサービスのうち、苦情相談の発生状況や一般消費者への普及状況を踏まえて、MNOサービス、

MVNOサービス及び光ファイバインターネットサービスとする*。

＊ 法人契約等の説明義務等が適用されない契約や機器間通信を主体とするサービス（事業者）は除く。

＊ ＭＮＯ（Mobile Network Operator）：移動通信サービスに係る無線局を自ら開設・運用して、移動通信サービスを提供する電気通信事業者。

＊ ＭＶＮＯ（Mobile Virtual Network Operator）：移動通信サービスに係るインフラを他社から借り受けて、移動通信サービスを提供する電気通信事業者。

2

サービス
種類

調査手法 選定の基準等 対象事業者

①MNO
サービス

実地調査
ヒアリング等調査 等

全国的な事業者全て

【４社程度】

②MVNO
サービス

実地調査
ヒアリング等調査 等

契約数の累積合計が市場の約60％にな
るように選定

【10社程度】

③光ファイバ
インターネット
サービス

実地調査
ヒアリング等調査 等

契約数の累積合計が市場の約80％にな
るように選定

【1１社程度】

調査対象のサービス種類・電気通信事業者について
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MNOサービス

消費者保護ルールの実施状況に関し、利用者への説明・応対の実施状況等について確認するため、実地調査によ
り、販売現場における遵守状況等を確認する。また、確認措置の運用状況について、引き続き検証を行う。

実地調査のほか、必要に応じ電気通信事業者へのヒアリング等調査を行い、実地調査の結果等についての確認等
を行う。更に優良事例の発掘も行う。

これらの調査等に当たり、2021年度モニタリングの評価・総括の内容を踏まえ、本評価・総括で説明状況が不十分と
認められた事項等の履行状況に留意する。

また、近年出張販売において、店舗販売と比較して消費者保護ルールに違反する営業が行われやすい面があるた
め、出張販売についても全体の3割程度調査することとする。

消費者保護ルールの実施状況に関し、利用者への説明・応対の実施状況等について確認するため、実地調査によ
り、販売現場における遵守状況等を確認する。

実地調査のほか、必要に応じ電気通信事業者へのヒアリング等調査を行い、実地調査の結果等についての確認等
を行う。更に優良事例の発掘も行う。

これらの調査等に当たり、2021年度モニタリングの評価・総括の内容を踏まえ、本評価・総括で実施状況が全体的に
悪いとされた事項等の履行状況に留意する。

MVNOサービス

調査実施概要（実地・ヒアリング等調査）
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その他

① 苦情等の傾向分析の途中経過等に応じて、対象の事業者（サービス）を追加等することがあるほか、調査等の実
施段階におけるリソース等の制約により、調査範囲等について見直しを行うことがある。

② 202１年度モニタリングで指摘した今後の対応・取組の方向性等に係る同年度調査対象各事業者の取組及び関
係業界団体の苦情分析の取組、利用者保護施策の提案等を引き続きフォローアップする。

③ その他、モニタリング会合における議論等も踏まえて、適宜、調査範囲等の必要な見直しを行うことがある。

消費者保護ルールの実施状況に関し、利用者への説明・応対の実施状況等について確認するため、実地調査によ
り、販売現場における遵守状況等を確認する。

実地調査のほか、電気通信事業者へのヒアリング調査を行い、実地調査の結果等についての確認等を行う。更に優
良事例の発掘も行う。

これらの調査等に当たり、2021年度モニタリングの評価・総括の内容を踏まえ、本評価・総括で実施状況が全体的に
悪いとされた事項等の履行状況に留意する。

調査実施概要（実地・ヒアリング等調査）

光ファイバインターネットサービス



１．対象期間等
主に2022年４月から2023年３月までの期間に受け付ける苦情相談について分析を行う。
2023年１～２月目途の中間報告時には、その中間結果を報告する。

２．分類・整理等の方法
（１）総務省及び全国の消費生活センター等で受け付けた電気通信サービスに係る苦情相談の総件数を把握
（２）（１）の内容の記録を無作為抽出した上で、総務省において設定した独自の分類項目により分類・整理
（３）分類項目は、次の例による。（●：複数選択、○：単一選択）

●サービス種類（ＭＮＯ、ＭＶＮＯ、ＦＴＴＨ、プロバイダ、ケーブルテレビインターネット 等）
○発生チャネル(苦情相談の要因となった販路又は応対場所 等)

（キャリアショップ、量販店、電話勧誘、訪問販売、コールセンター 等）
○事業者名
○相談者（契約者）の属性（年代等）
●発生要因（通信料金・割引の説明不足、その他誤案内・案内不足、契約者ニーズとの不一致 等）
●苦情相談の項目・観点（事業者等の乗換え、料金水準等、料金支払、解約の条件・方法 等）
○要望内容（契約解除、事業者対応の改善、返金・支払い免除、制度・政策の改善 等）
○発生時期（契約初期、利用中、解約時、解約後 等）

３．業界団体による分析
引き続き、業界団体にも分析を依頼し、その結果をモニタリング定期会合での検討に資することとする。

5調査実施概要（苦情等傾向分析）


